
平成２８年度 事業計画書 

公益社団法人 大阪府建築士会 

 

<基本目標> 

① 公益社団法人として相応しい活動 

② 健全な財務運営が可能な組織体制と活動 

③ 一般府民への社会貢献活動と会員建築士増強運動 

 

【公１】 

まちづくり活動や地域景観形成活動、建築物の地震対策、建築に関する情報発信や建築相談を実施するこ

とにより、地域社会への貢献を図る事業 

 

 

【事業の趣旨】 

本事業は、景観整備、地域貢献活動への助成、木造住宅の耐震化促進、被災建築物の応急危険度判定、自

治体への建築指導行政支援、建築に関する相談や情報発信等を実施することにより、地域住民の生命及び

財産の擁護並びに地域住環境向上等の地域社会への貢献を図ることを目的とする。 

 

１．地域貢献・景観形成事業 

本会は、建築文化の進展に寄与し、地域社会に貢献することや地域住民の建築にかかる利益の保護を目的

とした地域貢献活動や景観形成活動を、地域住民や地元自治体と協働して推進している。 

 

（１）地域貢献活動支援事業 

地域社会の発展に貢献するため、本会に大阪地域貢献活動センターを設置し、まちづくりや景観形成

などの地域貢献活動を行う地域住民や建築士等で構成する団体を公募し、初動期の活動助成と専門知

識を生かした支援を行う。 

 

（２）景観整備事業 

景観法に基づき潤いのある豊かな生活環境の創造及び個性的で活力ある地域社会の実現を図ること

を目的に、景観条例制定の自治体から景観整備機構の指定を受け、景観形成のための事業を行う。 

 

２．府民の安全確保のための事業 

（１）建築物の耐震診断等 

将来予測される東海・東南海・南海地震等に備えて、建築物の耐震性を確保することが人命を守り、

被害を軽減する有効な方策であり、府及び市町村は耐震診断・設計等に対する助成制度を設けて建築

物の耐震化に取り組む。 

本会は、住民の生命・財産を守るため、建築物耐震化の普及啓発や希望する建築物に耐震診断員を派

遣する事業を実施する。 

 

（２）被災建築物応急危険度判定 

大阪府と在阪建築 4 団体は平成 22 年 8月 25 日に、大規模地震発生後において余震等による二次災害

の防止を図り、被災者の安全及び市街地における復旧作業の安全性を確保するため、府内外を問わず

大規模地震が発生した際、現地に会員の判定士を派遣する「地震被災建築物応急危険度判定士派遣協

定」を締結した。また、在阪建築 4団体は大阪市と、大規模地震発生時に区役所に設置される判定拠

点に置いて、市民からの被災建築物に関する相談窓口対応等の支援を行う「応急危険度判定に必要な

相談員の派遣協力協定」を締結して、それぞれ有事に備える。 

 



（３）自治体等への行政支援 

市民が安全でかつ安心して住むことができる適正な建築物の実現並びにまちづくりを進めるために、

建築行政等に係る事案に対して本会の推薦による建築士が支援する。 

 

（４）行政審議会等への支援 

行政等が設置する公益性の高い審議会等へ、行政等の求めに応じて本会会員を委員として派遣又は推

薦し、審議会等の設置目的達成に向けた支援を行う。 

（事例）大阪府建設工事紛争審査会、大阪府建築士審査会、大阪府事業認定審議会、 

大阪府開発審査会 他 

 

３．建築に関する相談事業 

府民の住宅に関する新築・耐震診断・リフォーム・メンテナンス・品質・瑕疵・設計施工上のトラブル等、

広く建築に関する様々な相談に応じ、府民の安全・安心な建築物を確保するため、技術的な解決策を適切

に助言する。 

 

４．建築に関する情報発信事業 

府民の住環境の向上や建築士の資質の向上を図るため、建築情報誌の発行及び情報発信サイトを運営し、

府民に住生活情報や建築士に対して多様な建築作品や建築に関する最新技術・知識等を紹介する。 

 

  



【公２】 

優れた建築物やまちなみを表彰し広く公表することにより、建築文化の向上並びに地域社会の健全な発展

を図る事業 

 

 

【事業の趣旨】 

本事業は、大阪都市景観建築賞、大阪府公共建築設計コンクール、大阪建築コンクールの建築表彰を実施

することにより、受賞建築物又はまちなみが周辺の良好なまちなみ形成をリードし、他の建築士が受賞作

品を参考として建築技術の更なる向上に資すること、また、優秀卒業生表彰制度は建築関連学校の学業成

績優秀学生を対象として卒業後の社会での活躍を期待することで、建築文化の向上並びに良質な建築物の

建設やまちなみの形成により地域社会の健全な発展を図ることを目的とする。 

 

１．大阪都市景観建築賞（愛称：大阪まちなみ賞） 

美しく、個性と風格のある街の景観づくりを進めていくことを目的として、周辺景観の向上に資し、かつ

景観上優れた大阪府内に所在する建物とまちなみを表彰する。 

（主催）大阪府・大阪市・本会・一般社団法人大阪府建築士事務所協会・ 

公益社団法人日本建築家協会近畿支部・一般社団法人日本建築協会 

 

２．大阪府公共建築設計コンクール（愛称：あすなろ夢建築） 

将来の建築士を目指す学生に、実践を通した生きた教育現場を提供し、夢と感動を与え資質と能力を高め

育成すること、また、永く府民に愛され親しまれる公共建築づくりの推進を目的に、小規模な公共建築物

を題材とした設計コンクールを実施する。 

主催者が提示する施設用途・規模等の建物条件に対し計画案を提案するもで、最優秀作品は提案に基づき

府が実施設計を行い実際に建築する。 

（主催）大阪府、大阪府住宅供給公社、本会 

 

３．大阪建築コンクール 

受賞建築物が周辺の良好なまちなみ形成をリードし、他の建築士が受賞建築物を参考として建築技術の更

なる向上に資することで建築文化の向上並びに良質な建築物の建設による地域社会の活性化を図ること

を目的として、優れた建築作品を表彰する。 

表彰は大阪府知事賞の他、若手建築設計者（39 歳以下）の育成を目的とした渡邊節賞を設けている。 

（主催）本会 

 

４．優秀卒業生表彰制度 

建築業界の将来を担う優秀な学生を表彰し、卒業後の励みとして社会への活躍を期待することを目的とし

て、大阪府内の建築関連学校を対象にして学業成績優秀者を表彰する。 

（主催）本会 

 

  



【公３】 

建築士を目指す者の養成、建築士試験及び合格者の名簿登録･閲覧、専攻建築士認定、研修会の開催等の

建築士の資格とその資質向上に関する一連の育成業務を本会が一元的に実施することにより、府民の利

益の擁護及び増進を図る事業。 

 

 

【事業の趣旨】 

本事業は、建築士を目指す者の養成、建築士試験及び合格者の名簿登録・閲覧、研修会の開催、地震関

連の講習会等の、建築士の資格とその資質に関する一連の育成業務を本会が一元的に実施することによ

り、建築物の高い品質や安全性を確保し、一般消費者の利益の擁護又は増進することを目的とする。 

 

 

１．建築士の資格関連の事業 

（１）建築士を目指す者の養成の事業 

本会は唯一の建築士の資格団体として、将来を担う優秀な建築士を養成するため、一級・二級建築

士受験を目指す建築技術者を対象として、昭和 27年より建築士の受験講座を実施している。 

 

（２）建築士試験及び合格者の名簿登録・閲覧の事業 

a. 建築士試験 

建築士法では種類・構造・規模等により、一級建築士、二級建築士、木造建築士でなければ、建築

物の設計又は工事監理を行ってはならないとされている。 

本会は建築士の資格団体として、建築士試験に関する業務を国土交通大臣及び都道府県知事の指定

試験機関である公益財団法人建築技術教育普及センターから、大阪府内における一級・二級・木造建

築士の試験業務を受託して実施する。 

 

b. 合格者の名簿登録・閲覧 

試験に合格した者の建築士名簿への登録・閲覧等を行い、消費者が、建築士の資格の有無、処分の

有無、定期講習の履歴事項等、建築士の適格性の確認ができ、建築士を適切に選択できるよう、大

阪府内での登録、閲覧等の業務を、二級・木造建築士については大阪府知事から大阪府指定登録機

関の指定を受け、一級建築士については国土交通大臣の中央指定機関である公益社団法人日本建築

士会連合会から受託して実施する。 

 

（３）専攻建築士の認定・名簿の公開 

建築士の免許取得後、必要な実務経験年数と責任のある立場での実務実績を有し、継続能力開発（CPD）

制度による一定の履修単位登録を行った者を対象に審査し登録するもので、専攻建築士登録制度にＣ

ＰＤ制度が連携して専攻専門分野を表示することで、消費者に対して建築士の責任分野の明確化を図

る。 

 

 

２．建築士の資質向上のための事業 

（１）建築士会ＣＰＤ（継続能力開発）制度 

建築士が自ら専門家としての知識、技能の維持向上を図ることにより良好な質の高い建築環境の構

築に資するため、建築士法第 22 条の 4の 5 の規定に基づく研修会等の受講や建築相談等の社会貢献

活動を行うことで単位を付与し、消費者に研修実績を提示する制度である。 

本会において、事業ごとにオリジナルテキストを作成し、建築士を含む全ての建築技術者育成を目的

としたＣＰＤ認定研修を行い、建築技術者の育成を図り、建築物の安全性向上や品質確保による府民

の利益の擁護及び増進を図る。 

 



（２）定期講習会

近年の建築技術の高度化、複雑化やこれに伴う建築基準法の改定に的確に対応し、業務の適正な実

施が担保されるよう建築士法第 22 条の 2（平成 20年 12 月施行)により一級・二級・木造建築士に

対して一定期間(3年)ごとの講習の受講が義務付けられている。

公益財団法人建築技術教育普及センターは、国土交通大臣から、定期講習の登録講習機関に指定を

受け、建築士の定期講習の全国における講習の実施機関として公益社団法人日本建築士連合会と業

務委託契約を締結し、大阪府内においては本会が定期講習業務を実施する。

（３）建築士法第 22 条の 4 の 5 の規定に基づく研修事業

本会は、すべての建築士に対して、業務に必要な知識及び技能の向上を図ることを目的として、建

築に関するまちづくり、設計、構造、建築設備、施工、法令などに関する多岐に亘る研修事業を催

し、建築士会が建築士法で課せられた建築士の資格者団体としての義務を遂行するとともに、建築

士の育成に務める。

これらの研修事業は継続能力開発（ＣＰＤ）制度と連携させ、受講者にはＣＰＤ単位を付与するこ

とにより「努力している建築士の証」である研修のＣＰＤ単位実績証明書を、社会・府民・ユーザ

ーに明示できるシステムとしている。

３．地震関連の資格取得のための講習会事業 

（１）耐震診断・改修指針講習会

将来、想定される東海・東南海・南海地震等に備え、建築物の耐震診断、耐震補強が必要とされて

いることから、本会では耐震業務に携わる全ての技術者を対象に既存建築物の耐震診断・改修指針

講習会を実施する。そして、当該講習会の受講修了者名簿を大阪府及び大阪府内の全市町村・関係

団体等に常備し、耐震診断・改修を希望する建築物所有者である府民の問合せ等に活用する。

なお、当講習会の受講は耐震診断等費用に対する自治体の補助要件としている。

（２）被災建築物の応急危険度判定講習会

本講習会は、地震等により被災した建築物の余震等による倒壊、部材の落下等から生じる二次災害

を防止し、住民の安全を確保するために、被災建築物の応急危険度判定を行う大阪府被災建築物応

急危険度判定士を養成する講習会である。 

建築士であれば本講習会の受講により応急危険度判定士の登録が可能であり、本会は建築士が判定

の知識や技術を共有し、迅速かつ的確な判定を行うことが出来るよう、被災建築物応急危険度判定

講習会の運営を支援する。 

（主催）大阪建築物震災対策推進協議会 

（運営事務局）一般財団法人大阪建築防災センター、本会 



【収１】 

建築関連書籍及び建築関連保険の販売事業 

 

１．趣旨（目的） 

建築士の建築技術や知識等の補完や日常業務の遂行で必要となる建築関係書籍及び保険の販売事業を

行う。 

 

２．事業（内容、方法等） 

ア 民間連合協定工事請負契約約款 契約書関係書式（一式販売、700円） 

① 工事請負契約書 

② 民間連合協定工事請負契約約款 

③ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第 13条及び省令第 4 条に基づく書面 

④ 仲裁合意書 

⑤ 特定住宅建設瑕疵担保責任の履行に関する特約 

⑥ 民間連合協定工事請負契約約款・契約書使用上の留意事項 

 

イ 四会連合協定 建築設計・監理等業務委託契約書類（一式販売、1,200円） 

① 契約書類の構成と使用上の留意事項 

② 業務委託契約書 

③ 建築設計・監理等業務委託契約約款 

④ 業務委託書 

⑤ 参考資料オプション業務サンプル一覧 

⑥ 重要事項説明書（建築士法第 24 条の 7の書面） 

⑦ 建築士法第 24 条の 8の規定に基づき委託者に交付する書面 

 

ウ その他建築関係図書の販売（建築士受験申込受付時に受験参考図書の販売他） 

エ 建築士賠償責任補償制度 

建築物の設計・監理業務上のミスで建築物の物理的滅失・毀損事故が発生し、建築物や人に被害を与

えた際の賠償責任に備える補償制度。 

オ 工事総合補償制度 

建設中から工事の完成引渡し後の第三者への賠償責任補償、建設中の建物の火災や資材の盗難にも対

応する建設工事補償制度。 

カ 新所得補償プラン 

病気又はケガにより休業（就業不能）している間の所得を、8 日目から 1年間を限度として補償する

プラン。 

キ グループ保険 

病気や不慮の事故による死亡、ケガによって入院された場合を補償する保険。 

 

  



【他１】 

本会の定款に基づき、友好建築団体等との相互の理解と親善を図る事業及び本会会員の福利増進に関す

る事業 

 

１．趣旨（目的） 

全国の建築士会及び友好関係にある建築諸団体等との交流を図り、建築士の業務・技術・知識等に関

する情報交換と会員の福利厚生の増進を図る。 

 

２．事業（内容、方法） 

① 建築士会全国大会 …全国の建築士会会員及び開催地市民等との交流・報告・展示等の実施 

② 近畿建築士会協議会 …近畿ブロック内における交流・事業・情報交換・連絡調整等の実施 

大阪府建築士会、滋賀県建築士会、京都府建築士会、兵庫県建築士会、奈良県建築士会、和歌山

県建築士会で構成された近畿ブロックの建築士会の協議会 

③ 近畿建築士会協議会・青年部会 …協議会内の青年層による交流・事業・情報交換の実施 

④ 近畿建築士会協議会・女性部会 …協議会内の女性層による交流・事業・情報交換の実施 

⑤ 在阪友好建築団体との交流・情報交換 

⑥ 本会会員の福利増進に関する催事 

⑦ 本会会員名簿の作成・配布 

⑧ 本会会員の会員証の発行 

⑨ 本会会員の管理業務 

 

 

以上 



２７年度　収支決算

２８年度　収支予算

公益社団法人大阪府建築士会

27-決算 28-予算 27-決算 28-予算 27-決算 28-予算

(1)　入会金 280,000 240,000 0 0 280,000 240,000

①　正会員 280,000 220,000 0 0 280,000 220,000

②　準会員 0 20,000 0 0 0 20,000

(2)　会費 56,157,700 51,960,000 0 0 56,157,700 51,960,000

①　正会員会費 51,349,800 47,520,000 0 0 51,349,800 47,520,000

②　準会員会費 556,000 480,000 0 0 556,000 480,000

③　特別準会員会費 424,400 360,000 0 0 424,400 360,000

④　賛助会費 3,827,500 3,600,000 0 0 3,827,500 3,600,000

(3)　公益目的事業 112,927,531 98,190,000 61,162,801 54,910,000 51,764,730 43,280,000

①　運営委員会 34,924,358 32,400,000 10,416,816 9,200,000 24,507,542 23,200,000

ア） 建築士試験事業 16,347,040 16,200,000 2,650,622 2,700,000 13,696,418 13,500,000

イ） 登録・閲覧事業 10,857,478 10,000,000 2,013,608 2,000,000 8,843,870 8,000,000

ウ） 建築指導行政支援 7,719,840 6,200,000 5,752,586 4,500,000 1,967,254 1,700,000

②　研修委員会 24,065,208 21,520,000 13,203,173 12,640,000 10,862,035 8,880,000

エ） 資格関連の事業 3,900,000 4,000,000 3,548,903 3,500,000 351,097 500,000

オ） 専攻建築士の認定 464,400 120,000 259,655 40,000 204,745 80,000

カ） 継続能力開発(CPD)制度 3,405,060 3,300,000 673,987 500,000 2,731,073 2,800,000

キ） 定期講習 4,941,008 3,500,000 450,304 500,000 4,490,704 3,000,000

ク） 耐震診断・改修講習 4,763,740 4,000,000 3,164,378 3,000,000 1,599,362 1,000,000

ケ） 22条の4第5項の規程研修 6,066,000 6,000,000 4,682,654 4,500,000 1,383,346 1,500,000

コ） 　監理技術者講習 525,000 600,000 423,292 600,000 101,708 0

③　事業委員会 4,638,545 4,800,000 3,143,207 2,790,000 1,495,338 2,010,000

サ） 事業　（22条～規程研修） 74,000 100,000 82,603 40,000 △ 8,603 60,000

シ）

　住宅省エネルギー設計技術講習会

1,983,330 3,500,000 600,600 2,000,000 1,382,730 1,500,000

ス） 青年　（〃） 49,215 200,000 50,571 100,000 △ 1,356 100,000

セ） 女性　（〃） 913,000 250,000 844,866 150,000 68,134 100,000

ソ） シニア（〃） 187,000 150,000 129,177 100,000 57,823 50,000

タ） 賛助　（〃） 35,000 200,000 56,000 100,000 △ 21,000 100,000

チ） 国際　（〃） 1,397,000 400,000 1,379,390 300,000 17,610 100,000

④　建築表彰委員会 3,303,692 3,020,000 2,360,651 2,570,000 943,041 450,000

ツ） 大阪都市景観建築賞 1,313,476 1,300,000 813,476 800,000 500,000 500,000

テ） 大阪府公共建築設計ｺﾝｸｰﾙ 295,216 380,000 384,608 430,000 △ 89,392 △ 50,000

ト） 大阪建築コンクール 1,695,000 1,340,000 1,162,567 1,340,000 532,433 0

⑤　建築情報委員会 11,443,200 11,650,000 10,309,398 10,400,000 1,133,802 1,250,000

ナ） 建築人 8,395,200 8,500,000 7,867,325 7,500,000 527,875 1,000,000

ニ） ホームページ 120,000 150,000 1,310,000 1,400,000 △ 1,190,000 △ 1,250,000

ヌ） メーカーリスト 2,928,000 3,000,000 1,132,073 1,500,000 1,795,927 1,500,000

⑥　社会貢献委員会 34,552,528 24,800,000 21,729,556 17,310,000 12,822,972 7,490,000

ネ） 地域貢献活動支援事業 0 0 140,338 350,000 △ 140,338 △ 350,000

ノ） 景観整備事業（ヘリテージ） 5,972,608 5,500,000 5,450,693 5,000,000 521,915 500,000

ハ） 建築物の耐震診断等 7,717,000 5,500,000 6,900,000 5,000,000 817,000 500,000

ヒ） 　建築物耐震評価業務 14,041,150 9,000,000 4,940,000 4,000,000 9,101,150 5,000,000

フ） 　インスペクション業務 3,884,658 3,000,000 1,869,457 1,500,000 2,015,201 1,500,000

へ） 被災建築物応急危険度判定 124,500 0 258,366 60,000 △ 133,866 △ 60,000

ホ） 建築相談事業 2,039,420 1,200,000 1,397,510 900,000 641,910 300,000

マ） 22条の4第5項の規程研修 773,192 600,000 773,192 500,000 0 100,000

(4)　収益目的事業 2,201,919 2,000,000 1,166,062 1,300,000 1,035,857 700,000

①　図書販売 1,520,760 1,500,000 1,094,120 1,200,000 426,640 300,000

②　取扱保険 681,159 500,000 71,942 100,000 609,217 400,000

(5)　共益目的事業 2,347,460 2,300,000 16,905,908 16,750,000 △ 14,558,448 △ 14,450,000

①　会員名簿発行 1,647,460 1,600,000 1,312,870 1,300,000 334,590 300,000

②　全国大会登録補助 0 335,352 300,000 △ 335,352 △ 300,000

③　負担対外費 700,000 700,000 14,986,836 14,450,000 △ 14,286,836 △ 13,750,000

a. 日本建築士会連合会会費 0 9,378,600 8,850,000 △ 9,378,600 △ 8,850,000

b. 近畿建築士会協議会分担金 700,000 700,000 488,616 500,000 211,384 200,000

c. 会報送付料 0 2,985,125 3,200,000 △ 2,985,125 △ 3,200,000

d. 渉外費 0 1,395,839 1,000,000 △ 1,395,839 △ 1,000,000

e. 集金費 0 738,656 900,000 △ 738,656 △ 900,000

④　雑損金 0 270,850 700,000 △ 270,850 △ 700,000

(6)　事業・管理費 0 0 77,631,593 76,280,000 △ 77,631,593 △ 76,280,000

①　会議費 0 0 1,174,501 1,320,000 △ 1,174,501 △ 1,320,000

a. 総会 0 982,771 1,100,000 △ 982,771 △ 1,100,000

b. 理事会 0 71,730 100,000 △ 71,730 △ 100,000

c. 諸会合 0 120,000 120,000 △ 120,000 △ 120,000

②　人件費 0 0 56,165,438 55,500,000 △ 56,165,438 △ 55,500,000

d. 給与手当 0 47,006,508 46,000,000 △ 47,006,508 △ 46,000,000

e. 福利厚生費 0 9,158,930 9,500,000 △ 9,158,930 △ 9,500,000

③　事務費 0 0 16,039,154 16,160,000 △ 16,039,154 △ 16,160,000

f. 賃借料 0 9,187,646 9,300,000 △ 9,187,646 △ 9,300,000

g. 交通費 0 92,780 100,000 △ 92,780 △ 100,000

h. 通信費 0 1,905,908 1,950,000 △ 1,905,908 △ 1,950,000

i. 印刷費 0 1,274,934 1,250,000 △ 1,274,934 △ 1,250,000

j. 文具費 0 83,046 100,000 △ 83,046 △ 100,000

k. 図書費 0 0 10,000 0 △ 10,000

l. 消耗品費 0 11,678 50,000 △ 11,678 △ 50,000

m. 雑費 0 3,483,162 3,400,000 △ 3,483,162 △ 3,400,000

④　租税公課 0 4,252,500 3,300,000 △ 4,252,500 △ 3,300,000

(7)　特定資産 140,338 350,000 17,000,000 6,000,000 △ 16,859,662 △ 5,650,000

(8)　雑収入 453,865 200,000 0 0 453,865 200,000

　合計 174,508,813 155,240,000 173,866,364 155,240,000 642,449 0

事業別収支計算書（財務諸表の事業会計及び科目の区分とは異なります）

収　入 支　出 差　引

大科目 中科目 小科目


